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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間の経常収益は、役務取引等収益は増加したものの、貸倒引当金戻入益の減少

等によるその他経常収益の減少により、前第１四半期連結累計期間対比19億57百万円減少し、163億63百万

円となりました。 

一方、経常費用は、営業経費の減少等により、前第１四半期連結累計期間対比４億24百万円減少し、110

億39百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前第１四半期連結累計期間対比15億34百万円減少し、53億23百万円となりまし

た。四半期純利益は、経常利益の減少により、前第１四半期連結累計期間対比15億92百万円減少し、35億

53百万円となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の預金及び譲渡性預金の合計残高は、個人預金や公金預金の増加等により、

前連結会計年度末対比871億円増加し、２兆7,518億円となりました。 

貸出金残高は、県外事業性貸出金の減少により、前連結会計年度末対比22億円減少し、１兆7,293億円と

なりました。 

有価証券残高は、前連結会計年度末対比297億円増加し、1兆795億円となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

連結業績予想については、本日（平成26年８月11日）別途開示する、「業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご覧ください。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の処理） 

連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定して

おります。 

（２）会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17

日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項

本文に揚げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、

割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付

の支払見込額及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更してお

ります。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当

第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利

益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が404百万円増加、退職給付に係る負

債が145百万円減少、利益剰余金が355百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ48百万円増加しております。 

  

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い） 

当行は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第30号 平成25年12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対応報告

適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理については、従来採用していた方法を継続

するため、当実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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SYUEKI
テキストボックス
（３）継続企業の前提に関する注記　　　該当事項はありません。（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記　　　該当事項はありません。



１．損益状況（単体）

（１）業務粗利益　9,964百万円

　業務粗利益は、資金利益、役務取引等利益は増加したものの、その他業務利益の減少により、前年同期比６億

15百万円減少し、99億64百万円となりましたが、コア業務粗利益は、１億43百万円増加し、98億65百万円となり

ました。

（２）業務純益   　2,226百万円

　業務純益は、業務粗利益の減少により、前年同期比３億18百万円減少し、22億26百万円となりましたが、コア

業務純益は、コア業務粗利益の増加及び経費の減少により、前年同期比４億40百万円増加し、21億27百万円とな

りました。

（３）経常利益   　4,863百万円

　経常利益は、貸倒引当金戻入益の減少により、前年同期比15億６百万円減少し、48億63百万円となりました。

（４）第１四半期純利益　3,307百万円

　四半期純利益は、経常利益の減少により、前年同期比９億57百万円減少し、33億７百万円となりました。

1 13,859 △ 2,070 15,929 27,000

2 9,964 △ 615 10,579 19,500

3 ( 9,865 ) ( 143 ) ( 9,722 )

4 8,499 53 8,446

5 1,332 36 1,296

6 132 △ 704 836

(△) 7 7,737 △ 298 8,035 15,500

(△) 8 3,838 △ 100 3,938

(△) 9 3,341 △ 132 3,473

(△) 10 557 △ 66 623

11 2,226 △ 318 2,544 4,000

12 2,127 440 1,687

(△) 13 ― ― ―

14 2,226 △ 318 2,544 4,000

15 99 △ 757 856

16 2,637 △ 1,189 3,826

(△) 17 △ 9 21 △ 30

(△) 18 ― ― ―

(△) 19 △ 9 21 △ 30

20 2,242 △ 997 3,239

21 0 0 0

(△) 22 ( △ 2,251 ) ( 1,019 ) ( △ 3,270 ) △ 4,000

23 285 130 155

24 99 △ 301 400

25 4,863 △ 1,506 6,369 8,500

26 △ 20 3 △ 23

27 △ 20 3 △ 23

28 4,842 △ 1,504 6,346

(△) 29 207 △ 354 561

(△) 30 1,327 △ 193 1,520

(△) 31 1,535 △ 547 2,082

32 3,307 △ 957 4,264 5,500

法 人 税 等 合 計

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金

法 人 税 等 調 整 額

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①

株 式 等 関 係 損 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 費 用 処 理 分 ）

人 件 費

うち国債等債券関係損益（5勘定尻）

臨 時 損 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

四 半 期 純 利 益

不 良 債 権 処 理 額 ②

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他 臨 時 損 益

( 与 信 費 用 ① ＋ ② － ③ － ④ )

コ ア 業 務 純 益

(単位：百万円)

項
番

平成27年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

第１四半期

(Ａ)－(Ｂ)

業 務 純 益

比　較

経 常 収 益

第２四半期

（Ａ）

そ の 他

償 却 債 権 取 立 益 ④

物 件 費

第１四半期

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ③

業績予想(参考)

業 務 粗 利 益

( コ ア 業 務 粗 利 益 )

資 金 利 益

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

（Ｂ）
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２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（連結）

　   (単位：億円)

平成26年3月末対比

104 △ 18  122 

564 △ 147  711 

43 2  41 

711 △ 163  874 

（注）上記の四半期末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権

　　のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき連結会計年度末または中間連結会

　　計期間末に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。

（１）「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」
　　①開示区分
　　　　連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半期中に
　　　倒産、不渡り及び廃業等の客観的な事実ならびに行内格付の変更等があった債務者について、当行及び
　　　連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。

　　②開示金額
　　　　各四半期末時点における残高をベースとしております。

（２）「要管理債権」
　　①開示区分
　　　　連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半期中に
　　　正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち、新たに３ヵ月以上延滞となった債権、貸出条件を緩和
　　　したことを確認している債権等について、当行及び連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区
　　　分の見直しを行っております。
　　②開示金額
　　　　各四半期末時点における残高をベースとしております。

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）
　　　　　　　　　　　危険債権（破綻懸念先の債権）
　　　　　　　　　　　要管理債権（要注意先のうち、元金又は利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸出条件を緩和している債権）

(参考)「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体）
　   (単位：億円)

平成26年3月末対比

96 △ 17  113 

551 △ 147  698 

40 2  38 

688 △ 161  849 

平成26年6月末 平成26年3月末 (実績)

平成26年6月末 平成26年3月末 (実績)

総与信に占める開示額の割合
3.90% △0.90% 

　破産更生債権及び
　これらに準ずる債権

　危険債権

　要管理債権

計

　破産更生債権及び
　これらに準ずる債権

　危険債権

　要管理債権

計

4.80% 
（不良債権比率）

総与信額 17,605 △ 82  17,687 

総与信額

総与信に占める開示額の割合
4.87% 

17,854 △ 89  17,943 

△0.89% 
（不良債権比率）

3.98% 
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３．自己資本比率（国内基準）

　平成26年6月末(速報値)

連結自己資本比率

　平成26年6月末(速報値)

単体自己資本比率

４．預金等・貸出金の残高（単体）

（１）預金等（末残） （単位：億円、％）

金額 増減率

預金等 859 3.2 

うち法人預金等 58 0.9 

うち個人預金等 397 2.3 

うち大分県内 893 3.5 

（２）貸出金（末残） （単位：億円、％）

金額 増減率

貸出金 △ 24 △ 0.1 

うち中小企業等貸出残高 62 0.6 

中小企業等貸出比率 0.5 

うち個人ローン 24 0.5 

うち大分県内 29 0.2 

５．預り資産残高（公共債、投資信託、保険商品等）（単体）

（単位：億円、％）

金額 増減率

預り資産残高 58 1.4 

投資信託残高 22 4.4 

生保商品残高 49 2.2 

外貨預金残高 4 3.4 

公共債残高 △ 18 △ 1.4 

６．時価のある有価証券の評価差額（連結）

（単位：百万円）

その他有価証券

株式

債券

その他

以　上

平成26年3月末

12.12% 

平成26年3月末

12.34%   

平成26年3月末

11.40% 

0.22% 

0.22% 

17,928 

26年3月末比

26,250 

27,578 

26年3月末比

26年3月末比

平成26年6月末

11.62%   

平成26年6月末 平成26年3月末

26年3月末比

17,353 17,377 

26,719 

6,396 

17,531 

25,357 

6,454 

60.7 60.2 

10,537 10,475 

4,465 4,441 

平成26年6月末 平成26年3月末

26年3月末比

4,219 4,161 

13,010 12,981 

505 

2,266 

116 

1,274 

527 

2,315 

120 

1,256 

18,039  

13,332  

1,912  

5,713  

2,549  

1,354  

1,810  

33,283  

20,588  

14,686  

3,722  

1,071,467  

52,988  

752,837  

265,641  

38,996  

評価差額

平成26年3月末平成26年6月末平成26年6月末

時　価
評価差額

26年3月末比
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